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Ⅰ．調査研究事業の概要 
１．目的 

地域包括ケアシステムは、日本の未来にとって不可欠な社会システムであることは言うまでもない。住
み慣れた自宅・地域の中で、最期まで安心して暮らしていける社会の実現には地域包括ケアシステムを
真に完成させていく必要がある。このことを強力に推し進めていくには、現在、福祉政策の一環として捉え
られがちな地域包括ケアを、地域社会における総合的なまちづくりの政策へ飛躍させる必要があると考
える。 
地域を見渡せば、専門的な指導や多機関のコーディネート役を担える大学があり、地域貢献が求めら
れる社会福祉法人があり、在宅医療を推進する医療法人があり、地域との連携でCSVを目指す民間
事業者、またNPOがあり、地域包括ケアの推進パートナーとなるもの（以下、推進パートナーと称する）
が数多く存在する。一方で、大学や良心的な事業者の新規参入等外部の力を活用したいと考える自
治体も多い。より充実した地域包括ケアを実現していくには、こうした地域に点在する多様な資源と、外
部の力を活用したい自治体を有機的につなげる社会的支援が必要と考える。 
こうした問題意識の下、昨年度（平成29）、幣社では貴省からの採択を受けて、「多様な社会資
源を活かした『地域包括ケア推進』環境づくりに関する調査研究事業（略称：地域包括マッチング事
業）」に取り組んだ。北海道、関東信越、東海北陸の各地方厚生局と連携をはかり、各管内において
啓発シンポジウムを開催するとともに、先行して取組んだ関東信越厚生局管内においては、外部の力を
求める自治体と推進パートナーの「リストアップ（幣社HPで公開）」を行うとともに、両者が直接顔を合
わせる「マッチングイベント」も開催した。これらの活動を通じて、50を越える新たな“つながり”の可能性
を見出すに至っている。当事業を広めて両者のマッチングを支援することは、地域包括ケアを進めることに
苦慮している自治体にとって大きな支援になると確信する。 
そこで本調査研究では、昨年度の経験と当事業から産まれた成果を踏まえながら、引続き北海道、
関東信越、東海北陸の各厚生局と連携をはかり、①地域包括マッチング事業、すなわち「産官学等協
働のまちづくりとして地域包括ケアを推進する新たなアプローチ」の必要性を広く普及する（広める）、②
当事業に関心と期待を寄せる自治体と推進パートナーを具体的に明らかにする（見つける）、③そして
各種の機会を施して具体的につながりあえる機会を提供する（つながり機会の提供）、これらにより地
域包括ケアを推進する環境を構築していくことを目的とする。なお、産官学等協働を進める取り組みにつ
いては、厚生局以外の省庁でも行われており、各省庁と連携することが有効と考えられるため、関係省
庁との合同での取組みも積極的に検討し、行っていくこととする。 
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２．事業概要 

（１）委員会の設置 
本事業を進めていくにあたり、当分野に造詣の深い以下の委員にて委員会を組織した。委員会名称
は「Ｈ30年度地域包括マッチング事業委員会」とした。 

Ｈ30年度地域包括マッチング事業委員会 
《委 員》  ◎座長 ※敬称略 
◎①秋山 弘子 （東京大学高齢社会総合研究機構 特任教授） 
②葛谷 雅文 （名古屋大学大学院医学系研究科 地域在宅医療学・老年科学講座 教授）  
③小泉 秀樹 （東京大学先端科学技術研究センター／工学部都市工学科 教授） 
④辻 哲夫 （東京大学高齢社会総合研究機構 特任教授） 
⑤牧瀬 稔 （関東学院大学法学部地域創生学科 准教授） 
⑥町 亞聖 （フリーアナウンサー。元日本テレビアナウンサー。ホリプロ所属） 
《オブザーバー》 
 厚生労働省 地方厚生局（北海道・関東信越・東海北陸） 
《事務局》  ㈱ニッセイ基礎研究所 
 
（２）本事業の展開エリア 
本事業は北海道厚生局、関東信越厚生局、東海北陸厚生局と連携して活動を行った。各厚生局
が管轄する地域（ブロック）は以下のとおりである。 
【北海道ブロック】 
 北海道 
【関東信越ブロック】（10都県） 
茨城県、栃木県、群馬県、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、新潟県、山梨県、長野県 
【東海北陸ブロック】（６県） 
岐阜県、静岡県、愛知県、三重県、富山県、石川県 
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（３）「地域包括マッチング事業」の全体概要 
改めて本事業である「地域包括マッチング事業（略称）」がどのような事業であるか、昨年度（Ｈ29年

度）に構築した事業の構想についてまず概説する。当事業の定義、当事業創設の考え方、産官学協
働に向けた具体活動、当事業への参加による各アクターのメリットについて、それぞれ以下確認いただきた
い。 
 
①地域包括マッチング事業の定義 
日本の未来に必要な地域包括ケアシステムを、産官学等が協働して進めていくために、外部の力を求
める自治体と、地域包括ケア推進に協力できる大学や民間企業・事業者、医療法人、社会福祉法
人、NPO 法人等（以下、推進パートナー）がつながりあえることを支援することを目的とした事業で
ある。 
 
②当事業創設の考え方 
地域包括ケアシステムの概念は、長寿社会における一つの理想の“まちづくり”のあり方を示している
ことに等しい。これを現在、地域包括ケアに携わる自治体及び医療福祉の関係者だけで実装するのは
負荷が大きい。対応できることもおそらく限界がある。地域包括ケアの象徴としてよく用いられる「植木鉢」
に含まれる機能を見れば、土台となる鉢の部分、すなわち予防、生活支援、住まいといった部分では、社
会福祉法人や企業ほかが有するサービスで代替、充実をはかることも可能であろう。また住民に対する地
域包括ケアに関する社会教育・啓発場面、また住民同志の交流を促す場面では、大学がその役割を
担うこともできると思われる。また中立性の強い大学は、自治体や企業などの間に入ってつなぐ（企画調
整する）役割も期待されるところである。こうしたことに止まらず、大学、企業や NPO、医療法人、社会
福祉法人などが、自治体とつながりながらまちづくりに参加することで、地域包括ケアの充実につなが
ることは多いと考える。 

＜本事業の目的（概念イメージ）＞ 
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※上図の植木鉢の絵は三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング「平成 27年度老健事業報告書『地域包括ケア研究会：

地域包括ケアシステムと地域マネジメント』」（2016年３月）より引用 
 

＜地域包括ケアに関わるマッチング（役割分担）イメージ＞ 

 
 

＜地域包括ケア「推進パートナー」に期待する取組みやサービスなど＞ 
大学 ■地域住民への社会教育（地域包括・共生社会の啓発） 

■専門的指導、コーディネート など 
民間企業 
NPO 

（地域包括ケアに資するサービスの提供） 
■健康増進、介護・フレイル・認知症予防 
■就労・社会参加支援 
■移動のサポート 
■住まいの提供、相談対応 
■家計相談、相続・信託 
■生活支援、見守り支援 など 
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医療法人 （地域包括ケアに資するサービスの提供） 
■在宅医療、訪問看護の充実 など 

社会福祉法人 （地域包括ケアに資するサービスの提供） 
■専門的ケアの提供、相談・指導対応 など 

 
③産官学協働に向けた具体活動 
具体的には、地域包括ケアを進める上で困っている、外部の力を求めたい「自治体」と、地域包括ケ
アに協力しても良い、貢献できると考える「推進パートナー（大学や企業等）」をつなげるために、次の
２つの取組みを行う。一つは両者が直接顔を合わせる機会として「マッチングイベント」を開催し、直接
的なマッチングを支援すること、もう一つはWEB上でのマッチングを支援することである。 

 
＜産官学協働に向けた具体活動＞ 

 
 
④当事業へ参加することによる自治体・推進パートナーのメリット 
このようにつながりあうことでそれぞれのアクターが得られるメリットも多いと考える。 
自治体としては、まず基本的に「予算は必要としない（前提）」なかで、①大学の参加・協力が得ら
れれば、「地域住民への啓発活動を担ってもらえる（負荷軽減に）」、「専門的指導を得られる（地域
の質の向上に）」など、②企業・NPO の参加・協力が得られれば、「多様化する住民から求められるサー
ビスをカバーしてもらえる（住民の QOL 向上に）」、「地域経済の活性化」など、③医療法人・社会福
祉法人の参加・協力が得られれば、「医療・介護提供体制の充実（マンパワー不足の解消）」、「在宅
医療ケアの充実」などのメリットが得られると考える。全体を通じて、「業務負荷軽減」に大きくつながるこ
とが期待される。 
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一方、推進パートナーにとっても自治体とつながることで様々なメリットが考えられる。例えば、①大学に
ついては、「地域貢献」、「大学の価値向上」、「研究フィールド（アクションリサーチ）の場、学生の学習
機会の拡大」、「企業などとの接点・交流の拡大」など、②企業やNPOについては、「事業拡大」、「企業
価値・イメージの向上（CSV：Creating Shared Value；共通価値の創造）」、「大学からの専門
的指導を享受」、「地域課題の発見を通じた新規事業の視点発掘」など、③医療法人については、「地
域貢献」、「本業拡大」など、④社会福祉法人については、「地域貢献」、「社会福祉法人の価値向上」、
「利用者の増加（本業拡大）」などのメリットが得られると考える。 

 
＜地域包括マッチング事業へ参加することで想定されるメリット＞ 

①自治体 

  
②推進パートナー（大学・企業等） 
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（４）H30年度における具体取組み 
①Ｈ30年度「地域包括マッチング事業」の進化・拡大 
以上のような昨年度（Ｈ29年度）から引き継ぐ事業構想をベースとしながら、迎えたＨ30年度にお
ける地域包括マッチング事業としてどのような取組みを行ったか。そのためにはまず以下のことを説明してお
く必要がある。それは事業開始段階における委員会の検討を経て、Ｈ30 年度地域包括マッチング事業
は次の２つの事業を関連づけながら同時に活動を進めたということである（地域包括マッチング事業は２
つの事業の総称とした）。 
＜Ｈ30年度地域包括マッチング事業の取組範囲＞ 
（事業Ⅰ）「多様な社会資源を活かした『地域包括ケア推進』環境づくりに関する調査研究事業」 
（事業Ⅱ）「地域包括マッチングのメカニズム及びノウハウに関する調査研究事業」 
※事業Ⅰは本事業（報告）であり、事業Ⅱは別途幣社が事務局となって展開した事業である。 

 
＜Ｈ30年度地域包括マッチング事業の構図＞ 

 

 
事業としてはあくまで別事業であるものの、いずれも「産官学協働によるまちづくりとして地域包括ケアを
進める」ことは目的が共通している。そこで２つの事業を含める形でＨ30 年度の地域包括マッチング事
業を次のように整理した。それは「①広める」⇒「②見つける」⇒「③つながり機会を提供する」⇒「④つな
がりを支援・フォローする」⇒「⑤協働メカニズム・ノウハウを整理する」ということである。 
産官学等のアクターがつながりあってもらうには、こうしたアプローチの存在及び有効性を「①知ってもらう」
ことが必要で、そのための周知・啓発活動を行い（シンポジウム等）、当事業に賛同する自治体と推進
パートナーを具体的に「②見つけ」、そして「知り合える場・機会」（マッチングイベント等）を提供すること
が有益である。さらに、具体的なつながりを後押しするにはつながる可能性が見られたチーム（アクター）
を「④支援・フォロー」していくことが必要であり、その上でどうすればつながりあえるようになるか「⑤そのノウ
ハウを整理」して、社会に広く伝播していくことが重要である。Ｈ30 年度の地域包括マッチング事業は、
以上の一連の活動のことであるが、本事業として報告する内容は上記①～③（地域包括マッチング事
業Ⅰ）の部分である。 
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＜本事業の取組み範囲＞ 

 
 

②Ｈ30年度「地域包括マッチング事業Ⅰ」（本事業）内容と活動経緯 
地域包括マッチング事業Ⅰ（本事業）、つまり「①広める」「②見つける」「③つながり機会を提供する」
ために取り組んだことは以下のことになる。 
まず各地方厚生局の協力により取り組んだことは、東海北陸厚生局管内では、地域包括ケアに資す
る産官学協働にすでに取り組まれている主な自治体及び企業の関係者を招聘して、互いの活動を学び
あう「行政と企業の地域版ネットワーク会議」を開催し、その上で広くこうした協働の活動を自治体や大
学・企業他の関係者に知ってもらいつつ、そうした関係者が直接交流し会える機会としての「シンポジウ
ム・マッチングイベント」を行った。また北海道厚生局管内では、恵庭市を中心に地域包括ケアに資する
産官学の主たるアクターを招聘しながら、同様に啓発とつながるきっかけとしての「シンポジウム」を開催し
た。関東信越厚生局管内では、昨年度（Ｈ29年度）に当事業に参加した自治体や企業等に、後
述するHPの登録・利用を促す啓発活動を展開した。また、WEB上でのマッチングを支援することを目的
に、当事業専用サイト「地域包括マッチング NET」を開発した。以上を通じて、自治体、大学・企業他
の多くの関係者に産官学協働による地域包括ケアのまちづくりの必要性を啓発しつつ、つながりあう機会
を提供した。 

 
 
 
 
 



9 
 

＜当事業における主な活動＞ 
＜委員会運営＞ 
【第１回委員会】（8/29） －本事業の企画・検討 
【第２回委員会】（12/13）－進捗報告、今後の取り組み、成果まとめの検討
【第３回委員会】（3/28） －報告書案の確認・検討 
 
＜各地方厚生局との協働活動＞ 
Ａ：東海北陸厚生局 
①自治体関係者を含めた「行政と企業の地域版ネットワーク会議」の開催（2018年 11月 20
日＠名古屋市） 

 
②産官学協働のまちづくりを啓発する「シンポジウム・マッチングイベント」の開催（2019年2月5
日@名古屋市） 

 
Ｂ：北海道厚生局 
③産官学協働のまちづくりを啓発する「シンポジウム」の開催（2018年 12月 8日＠恵庭市） 

 
Ｃ：関東信越厚生局 
④H29年度の「マッチングイベント及び参加登録制度」の参加者等への啓発活動 

 
＜事業主体中心の取組み＞ 
⑤地域包括マッチング事業専用のサイトの開発と運用 
－専用サイト「地域包括マッチング NET」を 2018/10 より公開
https://care-matching.jp/ 
※10月公開後、自治体等からの意見を反映する形で一部改訂を実施（2019/3完了） 

 
⑥地域包括マッチング事業 PR資料の作成と発信 
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＜地域包括マッチング事業紹介ビラ＞ 
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Ⅱ．事業実施結果 
 

１．産官学協働で取組む地域包括ケアの周知・啓発活動（環境整備） 

Ａ：東海北陸ブロック 

（１）自治体関係者を含めた「行政と企業の地域版ネットワーク会議」の開催 
東海北陸厚生局管内では、地域包括マッチング事業の一環として、「地域包括ケアの推進」及び「ヘ
ルスケアサービスの創出」を管内地域で活性化させていくことを目的に、すでに産官学の協働に取り組ま
れている自治体と企業の関係者を一同に介した「中部地域 地域版協議会ネットワーク会議」を行った。
企業からは、㈱第一興商、㈱コパン、㈱ナカシロ、シャープ㈱、中部電力㈱、興和㈱の７社、自治体・
行政からは、愛知県豊明市、長野県松本市、愛知県に参加いただき、それぞれの協働の取り組みにつ
いて紹介いただいた。なお、この会議の開催にあたっては、東海北陸厚生局はもとより、中部経済産業
局にも多大なるご協力をいただいた。 

 
＜概要＞ 
会議名称 ：「中部地域 地域版協議会ネットワーク会議」 
開催日時 ：2018年 11月 20日（火）14:00～16:30 
会場     ：名古屋コンベンションホール４F中会議室（408） 
参加者   ：①自治体９ ②企業 7 ③関係者 計 28名 

 
＜開催案内文＞ 
日本の未来にとって不可欠な「地域包括ケアシステム」を真に完成させていくには、現在、福祉政策の一
環として捉えられがちな地域包括ケアを、地域社会における総合的なまちづくりの政策へ飛躍させる必要
があります。健康寿命の延伸、生涯現役社会及び地域共生社会の取組に向けて、産業振興施策と健
康福祉施策の連携による地域の取組の創出と活用の中で、地域包括ケアの推進パートナーとなりえる
大学、民間事業者などの存在があります。より充実した地域包括ケアを実現していくには、こうした地域に
点在する大学、地域の民間事業者と自治体が有機的にマッチングすることも必要です。しかしながら、そ
うした考えを共有する場、つながりあえる場が少ない。そこで、本会議において、各地域の取組推進と
連携や支援のあり方について検討を行い、多様な資源がつながりあえる場を創設するモデル事業を展開
する。 
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＜当日の次第と会議の模様＞ 
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（２）産官学協働のまちづくりを啓発するシンポジウム・マッチングイベントの開催 
「多様な社会資源を活かした地域包括・地域共生～産官学で取り組む地域包括ケアとヘルスケア
産業の創出・活用～」 
 
東海北陸厚生局管内では、前述の 11月 20日の会議を経て、自治体や企業等の関係者に「産官
学で取り組む地域包括ケアとヘルスケア産業の創出・活用に向けた啓発」を行うこと、また「産官学の関
係者が直接顔を合わせて交流しあえること」を目的に、２月に以下の「シンポジウム・マッチングイベント」を
開催した。名古屋大学、東海北陸厚生局、中部経済産業局の協力のもとでの開催である。自治体、
大学、企業等、各方面に参加を呼びかけた結果、当初定員 150名で計画したものの、参加申込希望
者が殺到し、最終的には会場のレイアウトを変更する形で受け入れ体制を整え、300 名近い方に来場
いただいた。こうした来場者の多さからも当テーマに対する関心の高さがうかがえた。 
また当イベントでは、産官学による協働事業にすでに取り組まれている12の自治体、大学、企業等に、
活動を紹介いただくブースを出展いただき、来場者との交流を促進した。来場者及びブース出展いただい
た方々からも大変好評であった。 

 
①概要 
開催日時 ：2019年２月５日（火）13:00～16:30 
会場     ：名古屋コンベンションホール４F大会議室（406+407） 
定員     ：150名 

 
②動員対象・方法 
・自治体   東海北陸厚生局管内の全市町村（194）へ郵送案内 
・大学      有意抽出の 168大学（学部・学科・研究室単位）へ郵送案内 
・企業他    東海北陸厚生局、中部経済産業局、ニッセイ基礎研究所のネットワークを駆使 

してメール等で案内 
 
③シンポジウム・マッチングイベント参加者 

＜合計＞   ： 284名 

■自治体   ： 87名（44％） 
■大学    ： 15名（8％） 
■企業    ： 53名（27％） 
■医療・福祉関係   ： 45名（23％） 
■登壇者・ブース出展者・関係者等 ： 84名（－） 
※割合は登壇者・ブース出展者・関係者等を除く参加者 200名における割合 
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④プログラム ※敬称略 
➊開会挨拶   秋山弘子（委員会委員長、東京大学高齢社会総合研究機構特任教授） 
➋基調講演   唐澤 剛（前内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局 地方創生統括官） 

         「ごちゃまぜで進める地域包括ケア ～地方創生と地域包括ケアは一体」 
（挨拶・講師紹介）葛谷雅文（委員会委員、名古屋大学大学院医学系研究科地域在宅医療
学・老年科学講座 教授） 
❸情報提供、施策紹介   堀江裕（東海北陸厚生局長）、髙𣘺淳（中部経済産業局長） 
 
◆ポスターセッション◆ 
※地域の支え合い、地域包括ケアに取組む企業、大学と連携を取り入れる自治体などによるブース展
示・・・企業・大学・自治体等によるポスター展示・発表、名刺交換など 
 
❹事業説明      ニッセイ基礎研究所（老人保健健康増進等事業 実施主体） 
❺パネルディスカッション 「地域包括ケアの多様化（産官学協働の可能性）」 
（ファシリテーター）後藤克幸（CBC テレビ 論説室 解説委員） 
（コメンテーター）鈴木裕介（名古屋大学医学部附属病院 地域連携・患者相談センター副センター長） 
（パネリスト） 
①有識者【学】  濱田千江子（順天堂大学大学院医学研究科腎臓内科 准教授） 
②自治体【官】  小川正寿（豊明市役所健康福祉部健康長寿課 課長） 
③企業 【産】    戸塚圭介（㈱第一興商執行役員 営業統括本部エルダー事業開発部部長）   

 
 

＜当イベントにブースを出展いただいた自治体・大学・企業（グループ）＞ 
【自治体】 

①愛知県蒲郡市  ②愛知県大府市×東浦町  ③愛知県春日井市×中部大学 

【大学】 

④順天堂大学×東郷町施設サービス㈱ ⑤名古屋学芸大学 ⑥名古屋大学×豊山町 

【企業】 

⑦㈱ヘルスケアシステムズ  ⑧㈱ナカシロ  ⑨中部電力㈱  ⑩㈱第一興商 

⑪シャープ㈱  ⑫カシオ計算機㈱ 
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＜シンポジウム・マッチングイベント案内ビラ＞ 
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＜シンポジウム・マッチングイベントの模様＞ 
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⑤シンポジウム・マッチングイベント来場者アンケート結果（n=90名）※一部抜粋 

Q1 本日のイベントに対する評価 
１ 非常に参考になった   ２ 参考になった   ３ 特に新しい情報は得られなかった  

      23名（26％）       44名（49％）           2名 
４ あまりよくわからなかった  ５ その他  

      2名               1名 

Q2 参考になったプログラム（複数回答） 

１ 基調講演      ２ 情報提供･施策紹介   ３ 事業説明   

  39名（43％）       43名（48％）       33名（37％） 

４ パネルディスカッション    ５ 特になかった 

  67名（74％）          0名 

Q3 地域包括・地域共生に向けた産官学協働等について（複数回答） 

シンポジウムを受講された感想としてあてはまるものに全て○をつけてください（○はいくつでも） 

１ 地域包括・地域共生のために産官学等が取り組むことは意義がある  67名（74％） 

２ すでに産官学等で協働していることがある                  22名（24％） 

３ これから積極的に産官学等で協働していきたい               25名（28％） 

４ 産官学等が協働することは簡単ではない                  12名（13％） 

５ 地域包括マッチング事業は期待できる（期待したい）          37名（41％） 

６ 地域包括マッチング事業は期待できない                   0名 
 
■自由意見（一部抜粋） 
（自治体関係者） 
 後半では具体的なイメージを想像できる内容でとても良かった。出展者の方々も気軽に声をかけて
いただきありがたったです。 

 地域包括ケア×地域共生も地域福祉も全て同義ではないかという視点がとても良かったと思いま
す。厚生労働省と経済産業省の連携も今後、市町村における部局を超えた連携の参考になりま
した。 

 この地域の産官学の協働がどのようになされているかがよくわかった。 
 モデル事業で参考にさせていただきたいと思うイメージができました。ありがとうございました。 
 保険外サービスの活用が難しい。豊明市の取り組みをもっと聞きたい。 
 もう少しパネルディスカッションを聞いていたかった。 
 パネルディスカッションはわかりやすく聴衆に配慮してくれてよかった。 
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 実際に自治体とコラボしている企業の方の生の声を聞けたことが今回一番勉強になった。 
 企業との連携の具体例を知ることができた。 
 各事業者の地域包括ケア向け商品サービスを知ることができ、来年度事業に取り入れたいと思っ
た。マッチングだけの会もあると良いと思います。 

（大学・企業等関係者） 
 パネルディスカッションやポスターセッションの時間はもう少しあってもよいと思いました。 
 会場の人の多さからこのテーマの関心の高さがうかがえる。今後は次の展開のヒントを知りたい。 
 高齢社会が懸念されるなか、官民連携を含めた取り組みは必要不可欠だと感じています。今回の
シンポジウムを通じて、今後地域とのつながりを強く持ち、精力的に活動していきたいと思います。あ
りがとうございました。 

 どの方も話し方が上手で楽しくかつ参考になりました。 
 真の中心は利用者であることを再認識した。「いつも誰かが見てくれている」という発言は印象的だっ
た。明らかに新しい時代が始まっていることを痛感します。さらに勉強していきたい。 

 豊明市の事例はわかりやすく自社としても取り組みやすいと思い参考になりました。 
 来場者の数と盛り上がりからこのテーマが大変注目されていることがよくわかりました。本音の話を聞く
ことができ大変参考になりました。 

 産官学はあくまで黒子であり、地域住民の自発的な活動をフォローできたらと思っている。地域住民
のニーズをどう吸い上げていくか、吸い上げても継続できるか、インフォーマルサービスは継続が難し
い。ケアマネとしてバックアップフォローしてくれる人がいないのが不安である。 

 ポスターセッションで直接話をうかがう機会がありよかった。 
 地道な取り組みが共有され拡がるとよいと感じました。 
 
⑥ブース出展者アンケート（n=7：自治体 3、企業４）※一部抜粋 
 
Ｑ１.ブースを出展してみての満足度をお答えください（回答は１つ） 
１．大変良かった  5    ２．良かった 2   ３．普通  0 
４．良くなかった  0  ５．とても良くなかった  0 
 
Ｑ２．ブース出展して良かったことを何でもご記入ください（自由回答） 
 多くの参加者と情報交換ができた 
 様々な取り組みを知ることができ参考になった 
 当方の「実証フィールドの提供」の取組を多くの方に PRできたということと、国等の先駆的な情報収
集ができたことが良かった。また、来場していた健康福祉部門の自治体の方とも意見交換ができた
ので、 

 今後の当方の強みの活かし方を改めて考えることができた。今後も意見交換を継続していきたい。 
 多くの自治体の方と交流ができ、今後の参考になった。 
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 出展しなければ出会うことは無いであろう組織との情報交換ができた。 
 自治体の方々との接点が増えただけでなく、同業者との接点や協業の話も増えた。 
 東海地区の自治体へご提案できた点（名刺交換等） 
 
Ｑ３．ブース出展してみて、課題と思ったこと、改善すべきと思われたことを何でもご記入ください（自
由回答） 
 ブースを見ていただく時間が少し短かった 
 ブースへの来訪者が産学官のいずれかが分かるよう色分けバッチなどがあると対応しやすいと感じた。
また、産の参加者が少なかったように感じた。 

 自治体の地域包括ケアに取り組む課題の解決方法と、企業が行政機関と連携したい（売り込み
たい）技術提供のイメージがかみ合っていないような印象を受けた。行政機関の地域包括ケアの課
題点と、企業の地域包括ケアに関わる技術提供のイメージのすり合わせができるイベントがあると良
いかもしれない。 

 事前にどのような方が出席されるかをもう少し詳細が分かっているとこちらからもっとアプローチができた
と思います。 

 （当社としての課題）①今後の健康寿命延伸事業へ向けていくつかの課題が明確になった。②当
社の販促グッズを強化する必要がある。 

 ブースが壁際に並んでいたので角のブース同士で導線が切れてしまうことが散見された。中央の島に
なっていると解消されるのでは？ 

 閉会時の退出時に多くの皆様がブースコーナーを経由せず退出されました。できれば退出時にブー
スを通過するルートをメインにして頂ければ有難いです。 

 自治体の方へご挨拶する際、参加者の識別ができませんでした。できれば分かるような目印（自治
体はネクストラップ赤など）があれば有難いです。 

 
Ｑ４.当日、名刺交換した相手の数（自治体、大学、企業などの組織単位）として該当するものを
お答えください（回答は１つ） 
１．５団体未満  0  ２．５～10団体  0  ３．11～15団体  4 
４．16～20団体  1  ５．21団体以上  2 
 
Ｑ５-１．今回のシンポジウムを機に、具体的な話（連携や協働の可能性）につながりそうなことは
ありますか。まだ具体化していないが期待していることがある場合は「ある」で回答してください（回答
は１つ） 
１．ある  5 
２．ない  2 
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Ｂ：北海道ブロック 

（３）産官学協働のまちづくりを啓発するシンポジウムの開催 
「地域コミュニティを支える産官学連携～“食”をキーワードとして」 

 
北海道厚生局管内では、産官学協働による地域コミュニティの形成をはかることを目的に、恵庭市を
舞台として、“食”をキーワードとするなか、産官学の主たるアクターを招聘し、12 月に次のシンポジウムを
開催した。当日は 330名にも及ぶ来場者を迎え、盛会に終えることができた。自治体、大学、企業等の
関係者に広く「産官学協働で育む地域コミュニティ」の重要性や様々な気づきを与えることができたと考え
る。なお、当シンポジウムの開催にあたっては、北海道厚生局はもとより、学校法人鶴岡学園 北海道文
教大学に多大なるご協力をいただいた。 
 
＜開催案内文＞ 

2025 年に向けて、地域特性を踏まえた地域包括ケアシステムの確⽴が求められています。さらに、
人⼝急減の状況に直面している今、新しく作ることではなく、地域にある様々な資源や拠点が、それぞれ
の強みを持ち寄り、より住民に⾝近な“地域コミュニティ”を支えることが求められています。それぞれが、
いわゆる“本業の充実”を目的とする産官学連携はこれまでも多く実践されてきましたが、「“地域コミュニ
ティ”を支える」という共通の目的を持って関係者が連携することが、新たに注目されています。 
地域コミュニティを構成する、すべての人の生活に欠かすことのできない“食”をキーワードとして、産官学
連携の、“こんなやり方もあるんだ” を、このシンポジウムを通して、ともに考えていきましょう。 

 
①概要 
開催日時 ：2018年 12月 8日（土）13:30～16:30 
会場     ：学校法人鶴岡学園 北海道文教大学 鶴岡記念講堂 

 
②動員対象・方法 
・自治体  北海道内の全市町村（179）へ郵送案内 
・大学     北海道内の大学（学部・学科・研究室単位）へ郵送案内 
・企業、一般  北海道文教大学、北海道厚生局、恵庭市他の協力にて各所へ案内 

 
③シンポジウム・マッチングイベント参加者 

＜合計＞ ： 330名 

■自治体  ： 24名（8％） 
■大学※学生を含む  ：174名（61％） 
■企業   ： 44名（15％） 
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■医療・福祉関係  ： 17名（6％） 
■一般その他  ： 28名（15％） 
■登壇者・関係者等 ： 43名（－） 
※割合は登壇者・関係者等を除く参加者 287名における割合 

 
④プログラム ※敬称略 
【第１部】 
➊基調講演   木村俊昭（東京農業大学教授・日本地域創生学会 会長） 

「地域創生『ひと育て』『まち育て』の実践」 
➋特別講演   荒金 英樹（京滋摂食・嚥下を考える会 代表） 

         「食の支援からの京のまちづくり」 
【第２部】 
❸パネルディスカッション  地地域コミュニティを支える産官学連携～“食”をキーワードとして」 
（ファシリテーター・司会）五十嵐智嘉子（一般社団法人北海道総合研究調査会 理事長）       
（パネリスト） 
①北海道文教大学 学長                  渡部 俊弘 

  ②恵庭市 市長                          原田 裕  
  ③株式会社セコマ 代表取締役社長         丸谷 智保 
  ④北海道ヘルスケア産業振興協議会 会長    徳田 禎久 
 

＜シンポジウムの模様＞ 
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＜シンポジウム案内ビラ＞ 

 



24 
 

⑤シンポジウム来場者アンケート結果（n=134名）※一部抜粋 

Q1 本日のイベントに対する評価 
 
 
 

 

 

 

 

Q2 参考になったプログラム（複数回答） 

 
■自由意見（一部抜粋） 
（自治体関係者） 
・学生さんの取り組みが素晴らしいと感じました．このような取り組みも産学官で支援に行くべき 
・このような場を設けて頂きありがとうございます．現場で頑張っている方々の活動を伺って現場って大事
だと思いました． 
・問題発生→仮説→情報→立案→調整・連携 理解はしているが経に考えの前提に必要なこと，再
度改めて認識出来ました． 

50 

114 

60 

5 

0

20

40

60

80

100

120

参考になったプログラム（複数回答） 

56 

68 

4  3 

0 

3 
非常に参考になった 

参考になった 

特に新しい情報は得られなかった 

あまりよく分からなかった 

その他 

無回答 
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・医師会との連携が重要だと感じた 
（大学関係） 
・荒木先生が京都，滋賀で取り組まれている食支援システムの内容には大変興味深く拝聴させていた
だきました．健康を損なっても“食文化”を生かした様々なサポートにより，食べたいという欲，生きたいと
いう生命力へとつながる可能性を教えていただきました．医療，地域（行政）また産業分野をつなぐ役
割を担う大学でありたいと改めて思います．ありがとうございました． 
・最後に若者の高齢化問題が触れられていたこと，大学生のプレゼンがあったこと良かったです．・この機
会を大切にそれぞれが行っていたことがつながったり深めあったりしながら，協働していけたら，もっと恵庭
市や北海道文教大学はステキになると思いました．活動し続けるためには，お互いに活動を知り，みと
めあう姿勢も大切と思いました．もっと多くの学生にも聞かせてあげたかったです． 
・地域を支える産学官の連携に向けて各領域の現状，問題点，今後の方向性を知ることができた．
未来を担う学生を育てる上で，地域を共に歩むという視点を伝えていく必要生を痛感した． 
（事業者） 
・様々な人が集まり 1 つのテーマで話をすると，聞いている側も勉強になると思いました． 
食をキーワードにして，産官学医各切り⼝での見解とどれも「食」が身近なものであり，かつ取り組む余
地がありそうだと感じました．やはり「連携」がキーワードですね． 
全体を通して恵庭市が大変住みやすそうな町に思えてきました 
・改めて多職種の連携が大切だと思います．そこで中心となる（動く人が必要になるとおもいます．）
方が早く出てきてほしいです（恵庭市で） 
・地域包括ケアについてのお話を多く聞きました．医，介護，インフォーマルサービスのつなぎ方について
介護職の取り組みをきき，他にもこのような事例が全国にあるのか気になりました．ボランティアに頼ら
ず，包括ケアの隙間を埋める方法が必要であると感じます． 
恵庭市民として地域で今後生活していくのに活かせるようなお話がたくさんございました．ありがとうござい
ます 
（一般） 
・参加してとても良かったです．ありがとうございました． 
・荒金先生の話もう少し聞きたかったです．マネジメントする人間が必要ですね．今後大学を含め恵庭
の発展が楽しみです． 
・人間の欲の 1 つである食についての話しが参考になり興味深く聞き入りました． 
・私の職業である管理栄養士が今回のテーマ．話のどの場面で関わる，活躍できるか考えながら，講
演，ディスカッションを聞かせて頂きました． 
（学生） 
・嚥下食プロジェクトのお話を聞き，食事が今まで苦痛だと思っている人もいるということを知りました． 
・パネルディスカッションに学生が出たりとみていて面白いなと思った．特別講演の嚥下について行っていた
のを見て授業で今取り組んでいる内容だったのでとても参考になりました 
・外部の方の話を聞くという貴重な時間を過ごすことが出来てよかったです．嚥下の話がとても興味深か
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ったです．もっと詳しく聞きたかったです． 
・基調講演からは社会の成り立ち，働く上で必要なことが分かりました．特別講演は特に興味深く，医
療や地域がそれぞれでなく連携することと，病院食に関しても多分野と連携することの大切さというのを
学びました．病院食や現代社会の現状というのも分かった気がします．やはり食べることは”美味しく楽し
く”ありたいなと思いました．パネルディスカッションに関しては手を入れていること，目標といったことがしれ
て興味深かったです．それぞれの部門・分野で市民のニーズに合わせて働く姿が素敵だなと思い勉強に
なりました． 
・京滋摂食嚥下を考える会の話を聞いて様々な職種の人たちが関わることの大切さを改めて考えさせら
れる機械となった．これからの進路選択にも生かしたいとおもう． 
・意義ある講演会だったと思います 
・とても参考になる講演会でした 
・食品開発研究会に所属していて食品会社との連携をすると共に地域の活性化もしているがもっと多い
視野を持って今後の活動にしていく 
・基調講演すごくタメになりました．セコマのパートナーなので知っている部分も知らない部分も多くのことを
しれてよかったです 
・大学生としてあまり聞かない話をたくさん聞け，新鮮で，聞いていて楽しかったです． 
はじめはとても専門的で学生には厳しい物では…と不安だったのですが，自分では気づくことのできない
新たな視点や発送に気づくことができて．また，新しい知識を学ぶことができて，とてもおもしろく楽しかっ
たです 
・特別講演をしてくださった荒金英樹さんの講演はタメになった． 
・セコマの取り組みについて良く理解できた 
・全体的にとても内容の濃いお話を聞くことができたので良かったです．特に特別講演の同じ素材を使っ
て同じ対象者に対して作る料理でも管理栄養士を含めた医療団体と一部の調理人とでは発想，実際
の調理法，そして味付けがかなり違うという話がとても印象に残っています．専門家が集うことでおこりが
ちになってしまう「知識の偏り」には気をつけたいです 
・嚥下食について興味があったので，実際にどのようなことを行い，様々な職種との連携が必要だと知る
事が出来てとても勉強になりました．全体を通して大変貴重な内容ばかりでしたので，あっという間の時
間でした．現在大学２年ではありますが，将来について今まで以上に真剣に考えるきっかけにもなりまし
た．本日はお忙しい中このような講演を開催して頂きありがとうございました． 
・地域コミュニティの活動について課題が分かりました．勉強になりました． 
・病院職のおばあちゃんの話に心がほっこりしました．自分も人を感動させられるようなことができるようなこ
とができるように，大学での勉強を頑張ろうと思いました． 
・病院での高齢者への食事提供のお話はとってもためになりました． 
・普段は食について勉強をしていますが，地域コミュニティなど考えていなかったので，今回の話しはため
になりました．特別講演のお話は持病をお持ちの方への食支援は興味をもちました． 
・普段話を聞けないような方々の講演をきき，様々なことについて考えさせられた．地域との関わりも大
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切なことだと，改めて再確認できたので，どう関わっていくか考えながら，積極的に行動したいと思った．
またこのような講演会に参加することで自分の死やを広げることが出来ると思うので，次も参加してくださ
ればよいとおもった．ありがとうございました． 
・連携することは大切なことなんだと思う． 
・私は健康栄養の生徒のため，食に関する話が面白かったです．料理人と栄養士の意見交換により同
じ料理を作っても，全くできたというのが，やはり専門はすごいと思いました． 
・特別講演を聞いて自分が将来なりたいもののイメージが膨らみました．貴重なお話をありがとうございま
した． 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



28 
 

２．専用サイト「地域包括マッチング NET」の開発 
 
地域包括マッチング事業をより広く、多くの賛同者を募りながら発展させていくには、単発のイベントだけ
では足りず、インターネットを活用した展開が有効と考える。そこで当事業専用のサイトを開発した。サイト
名は「地域包括マッチング NET」とした。 
なお、インターネットの活用に関しては、H29 年度の段階でも取り組んだが、そのときは幣社（ニッセイ
基礎研究所）の HP の一部に当事業のコーナーを設けるなかで、地域包括ケアを進めるにあたって「外
部の力を求めたい自治体」と、「地域包括ケアに協力できる大学や企業等」の情報を公開してきた経緯
がある。しかしながら、より多くの自治体や大学・企業等に積極的に登録いただく、また閲覧して利用して
もらうには幣社 HP内で公開している限りは進まない（期待できない）との反省のもと、今年度専用サイ
トの開発に着手したのである。 
 
(1) 初期開発 
当サイトは、当事業のコンセプトである「外部の力を求めたい自治体」と、「地域包括ケアに協力できる
大学や企業等」の情報の登録を促し、それを公開することを通じて、NET 上でつながりあってもらうことを
企図し設計し、10 月の段階で運用を開始した。どこの自治体が外部の力を求めようとしているのか、一
方、どの大学や企業等が地域包括ケアに協力しようとしているのか、また具体的にどのようなサービス等を
期待できるのか、相互に把握でき、NET を介してアポイントできる設計とした。 
 
（初期設計の TOP画面） 
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(2) 設計の見直し 
しかしながら、いくつかの自治体を訪問して、当サイトへの登録を薦めてみたが、その反応は必ずしも運
営側が期待するものではなかった。結果として、自治体側の登録は進まなかった。理由としては、いくつか
があるが、「インターネット上に地域の課題（取組みが進んでいないことなど）を公表することはリスク管理
の面でも抵抗がある」、また｢仮に情報を公開すると、企業等からの問合せに対応するだけで業務に負荷
がかかる可能性が高い｣などが挙げられる。たしかに当事業は、企業は非常に意欲的なところが多く、昨
年度のマッチングイベント（2018 年２月に開催した「第１回マッチングイベント・PR 大会」@さいたま新
都心合同庁舎）開催後に、イベントに登壇いただいた自治体に対して、問い合わせが殺到し、結果とし
て当該自治体に負担をかけてしまったことがあった。初期開発段階でもう少し慎重に設計すべきであった
が、以上の実情を踏まえて委員会で再検討を行い、当サイトについては設計の見直しをはかることにした。
最終的には、地域包括ケアを進めるための“自治体応援サイト”の位置づけとし、自治体側の情報は
載せず、応援する側（大学や企業等の推進パートナー）だけの情報を載せていくことにした。基本的に
は自治体関係者が当サイトを閲覧して、利用したい、協働したいと思える相手を見つけていただくことを促
す設計に見直した。どの企業等がよいか判別できない場合も想定し、自治体用「相談窓⼝」も設置した。
また、産官学協働による地域包括ケアのまちづくりに参考になる情報（成功事例やシンポジウムの記録
等）を登載するコーナーも新たに設けた。2019年３月に改訂が終了し、４月より本格的な運用をはか
る予定である。 
 

＜専用サイト「地域包括マッチング NET」の見直し内容＞ 

 
 
 
 

現状 追加開発イメージ

メイン画像下に追記内容

「登録情報一覧」の登録情報は、全
て推進パートナーとする。

→ ボタン名「推進パートナー登録情

報一覧」変更

「自治体一覧（準備中）」
「推進パートナー一覧」ボタン削除

※自治体情報は登載しない

「参考情報コーナー（仮称）」の新設：
主にイベント案内など関連情報を搭載

※詳細は、詳細ページで閲覧可能

「成功事例・ヒント集コーナー（仮
称）」の新設：主に成功事例・協働のた

めのヒント集

※詳細は、詳細ページで閲覧可能

「エリアから探す（地図）」機能追
加：エリア分けは全国地方厚生

（支）局の管轄地域

「自治体相談窓口の新設」
※現お問い合わせフォームとは別に

新規フォーム作成

掲載会員（推進パートナー）の参加
申込自動化：WEB上で全て登録・変

更を可能（掲載会員登録のボタンを

表示）

検索会員（自治体）登録ボタンを設
置
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＜改訂後の TOP画面＞ 

 
 

https://care-matching.jp/ 
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＜推進パートナー向け「地域包括マッチング NET」登録勧奨用ビラ＞ 
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３．考察 ～産官学協働による地域包括ケアを拡げる環境づくりに向けて 

本事業「多様な社会資源を活かした『地域包括ケア推進』環境づくりに関する調査研究事業」（地
域包括マッチング事業Ⅰ）は、産官学協働による地域包括ケアを拡げるために、シンポジウム等のイベン
ト開催、専用サイトの開発を行い、所期する“環境づくり”に取り組んできた。本年度の活動を振り返り、
改めて当事業の成果と課題を整理する。 

 
(1) 地域包括マッチング事業の意義・有益性とは（成果面） 
「外部の力を求めたい自治体」と、「地域包括ケアに協力できる大学や企業等（推進パートナー）」
をつなぐことを支援する本事業は果たして社会にとって有益なのかどうか、新規性や特徴がどこにあるのか
を考えると、次の３点が挙げられると考える。 
①機会の提供とモデル化 
一つは「機会の提供とモデル化」がある。これからの日本の未来に向けて、地域包括ケアの推進及び地
域共生のまちづくりが求められるなか、このテーマで産官学の多様なアクターが出会える場・機会を提供し
ているのは、現時点では当事業と経済産業省主導で進められるヘルスケアをテーマとしたマッチングイベン
トくらいではないかと思われる。こうしたテーマの場・機会を求めるニーズについては、東海北陸ブロックで開
催した「シンポジウム・マッチングイベント」の参加希望者の多さや参加者の感想等からもうかがえる。そうし
た稀少で貴重な場･機会を提供してきたこと自体、一定の意義があったと考える。 
またこうしたマッチングイベント（含、シンポジウム）の運営については、２カ年にわたる活動を通じて、
運営ノウハウは蓄積でき、モデル化できている。したがって、他地域でも同様の事業を展開しやすく、また
運営を模倣する形で、都道府県あるいは市区町村が主体となってこうしたマッチング事業（イベント）を
展開することができるであろう。本文の中では紹介していないが、前述の東海北陸ブロックにおけるマッチン
グイベントへ参加した某県では、来年度（H31 年度）、県独自の地域包括マッチング事業を行うことを
計画している。 
 
②組織横断的な取組みとして活用 
当事業は産官学協働による地域包括ケア及び地域共生を育むまちづくりの一つと言えるが、このこと
は決して厚生労働行政だけで進めるものでもないであろう。このテーマに取り組む場合、厚生局だけでなく、
経済産業局、地方整備局、運輸局、総合通信局など、地方の各行政機関と協働できる、むしろ協働
して進めるべきと考える。実際、東海北陸地域では、厚生局と中部経済産業局に協力いただく形で事
業を展開してきた。 
また、この事業を都道府県、あるいは市町村単位で展開されることも期待される。その場合も自治体
内での組織横断的な取組みとして展開できるであろう。近似した目的を有しながらも組織毎に分かれて
活動（施策）が展開されている現状が見られるが、当事業に取り組むことで、融合的・総合的な活動
が可能になる。そのことは行政機能の効率性・効果性を高めることにつながると考える。その意味でも、当
事業の存在の価値は一定程度あると考えたい。 
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③専用サイト「地域包括マッチング NET」の開発（WEB上の環境整備） 
本格運用はこれからではあるが（当面は幣社が黒子となって運用する予定）、当事業を進める基盤
として専用サイトを構築できたことは今後につながる一つの成果と考えたい。このサイトは全国を対象として
おり、このサイトの利活用が進むことで当事業を全国的な取組みとして拡げることができる。そのことは産
官学協働による地域包括ケアシステムづくりを後押しすることになる。なお、来年度（H31 年度）から、
複数の地方厚生局で、「当サイトを積極的に周知し、活用していきたい」という意向も確認してきている。 
 
(2) 周知方法及び賛同者の拡がり（課題） 
当事業の意義については前述のとおり認められると考えるものの、今年度の活動は地域的にも限定的
であり、当事業の理解者、賛同者はまだ少ない。各地域でのイベント等の開催を通じて、少なくとも当事
業の存在については自治体、大学、企業等の関係者に周知してきたが、どれだけ認知を高めることができ
たか、産官学協働によるアプローチの有効性を啓発できたかは未知数である。今後は専用サイトの運営
を含めて、当事業への理解者・賛同者を増やしていくことが一つの課題である。 
なお、当事業を通じて、知り合える機会の提供だけでは社会にとって意味がない。知り合えた後、如何
につながりあえるか、協働の形を気付くことができるかが重要である。この点については、同時に取り組んで
きた「地域包括マッチング事業Ⅱ」において検証を重ねてきているところであり、本報告では割愛する。 
 

＜地域包括マッチング事業の理想の展開イメージ＞ 
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Ⅲ．資料編 
 
資料１．シンポジウム「多様な社会資源を活かした地域包括・地域共生～産官学で取り組む地域
包括ケアとヘルスケア産業の創出・活用～」関係資料 
 

①ブース出展者への連絡文書 
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②ブース出展者のリーフレット（産官学協働の取組み紹介資料） 
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資料２．「地域包括マッチング事業」説明資料  
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